
２. 土地
(１)土地利用

① 公示価格の用途別平均地価の推移 （単位：㎡あたり千円）

平成21年 変動率 平成22年 変動率 平成23年 変動率 平成24年 変動率 平成25年 変動率

△4.2 △4.4 △4.4 △0.7 △0.1

△6.7 △7.4 △7.4 △0.9 △0.2

△4.4 △4.9 △4.9 △0.6

△5.4 △5.8 △5.8 △0.8 △0.1

※1　各年1月1日現在 都市計画課

※２  本表の変動率は次の式により求めたものです。

※３  平成25年１月１日から「準工業地」の区分は廃止され、「住宅地」「商業地」「工業地」に区分

　　　されることとなりました。なお、北区に「工業地」はありません。

(選定替があった箇所及び新規に選定された公示地も平均単価に含まれていますので、本表からは変動率の算
出は出来ません。)

同一用途に係わる継続地点の変動率の合計

同一用途に係わる継続地点数

　　   年
 用途

全 用 途 平 均

準 工 業 地

住 宅 地

商 業 地

 変動率(%)＝

③ 土地所有者数及び所有面積 （単位：人、千㎡、％）

平１９ ２０ ２１ ２２ ２３

所有者数

構 成 比

面 積

構 成 比

所有者数

構 成 比

面 積

構 成 比

所有者数

構 成 比

面 積

構 成 比

※１　課税資料（平成23年1月1日現在）より東京都が作成。 企画課

※２　面積は評価総地積(免税点未満を含む)。

※３　区分所有に係る土地を除く。

※４　端数処理のため、各項の和と計は必ずしも一致しない。

資料：東京都都市整備局「東京の土地2011(土地関係資料集)」から

　　　　　年
区分

個
人

合
計

法
人

② 土地利用面積 　(単位：㎡)　

平２０ ２１ ２２ ２３ ２４

商業地区

工業地区

住宅地区

その他 － － － － －

小　計

※１　各年1月1日現在 企画課

※２　田畑等には山林、原野、池沼を含む。

※３　雑種地とは野球場、テニスコート、運動場、高圧鉄塔敷地等をいう。

※４　免税点未満とは課税標準となるべき額が30万円に満たないものである。

資料：（財）特別区協議会「第32回 特別区の統計」(平成24年版)から

固 定 資 産 税
課 税 対 象 外 面 積
課 税 対 象
面 積 比 率 ％
課 税 対 象 外
面 積 比 率 ％

免 税 点
未 満

　　　　    年度
 区分

宅
　
地

田 畑 等

雑 種 地

行 政 区 域 面 積

固 定 資 産 税
課 税 対 象 面 積

所有者数
(人)

構成比
(％)

面　積
(千㎡)

構成比
(％)

所有者数
(人)

構成比
(％)

面　積
(千㎡)

構成比
(％)

所有者数
(人)

構成比
(％)

面　積
(千㎡)

構成比
(％)

※１　課税資料（平成23年1月1日現在）より東京都が作成 企画課

※２　面積は評価総地積（免税点未満を含む。）

※３　端数処理のため、各項の和と計は必ずしも一致しない。

※４　区分所有に係る土地を除く。

資料：東京都都市整備局「東京の土地2011（土地関係資料集）」から

④ 土地面積別・所有者別所有状況

　　　　区分

 規模

合　　計

     50㎡未満

  1,000㎡未満

  2,000㎡未満

  5,000㎡未満

    500㎡未満

 10,000㎡未満

    200㎡未満

 10,000㎡以上

    100㎡未満

    150㎡未満

合　　　計

    300㎡未満

個　　　人 法　　　人
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⑤市街化区域、市街化調整区域及び地域地区等面積

ア．市街化区域及び市街化調整区域面積
区　域　別 面　積(ha) 比　率(%)

市街化区域
市街化調整区域

合　　計

イ．用途地域（用途、容積率、建ぺい率、高さの限度、特別用途地区）
 建築物の高さ 特別用途地区
  の限度(m) （特別工業地区）

 第二種低層
 住居専用地域

 第一種中高層 － － －

 住居専用地域 － － －
－ － －

（小　計） － － － （504.9） （27.7） － －

 第二種中高層
 住居専用地域

第一種住居地域 － － －
－ － －
－ － －

（小　計） － － － （428.6） （23.5） － －

第二種住居地域 － － －
－ － －

（小　計） － － － （36.4） （2.0） － －

近隣商業地域 － － －
－ － －

（小　計） － － － （239.9） （13.1） － －

商業地域 － － －
－ － －
－ － －

（小　計） － － － （168.6） （9.3） － －

準工業地域 －
－
－

（小　計） － － － （320.5） （17.6） （75.9） （4.2）

工業地域 － － －
－ － －
－ － －

（小　計） － － － （99.4） （5.5） － －

(*)比率(%)は、市街化区域面積に対する比率

ウ．防火地域及び準防火地域 エ．高度地区
地　域 面　積(ha) 比　率(%)(*) 地　区 面　積(ha) 比　率(%)(*)

　防火地域 第二種高度地区

　準防火地域 第三種高度地区

合　計
(*)比率(%)は、市街化区域面積に対する比率

最低限高度地区

オ．高度利用地区 40ｍ高度地区

面　積(ha) 比　率(%)(*)
高度利用地区

(*)比率(%)は、市街化区域面積に対する比率 指定なし
合　計

(*)比率(%)は、市街化区域面積に対する比率
（以上、都市計画課）

※区域区分、用途地域、高度地区、防火地域及び準防火地域、特別工業地区の面積は、平成25年4月1日現在。

第三種高度地区
かつ最低限高度
地区

種　類 容積率(%) 建ぺい率(%)

合　計 － －

面　積(ha) 比　率(%)(*)

－

－

比　率(%)(*)

－

－

－

－

最低限高度地区
かつ40ｍ高度地

区

－－

最低限高度地区
かつ35m高度地区

３．財政

(1)予算・決算

① 財政規模の推移

金　額 増減率 金　額 増減率 金　額 増減率 金　額 増減率 金　額 増減率

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

当初予算額 △ 0.3 △ 1.3 △ 3.0

補正予算額 △ 128,490 △ 6,068,702

最終予算額 △ 1.8

決　算　額

当初予算額 △ 4.7

補正予算額 △ 2,767,387 △ 2,118,851 △ 1,500,723 △ 849,206

最終予算額 △ 2.7 △ 3.4

決　算　額 △ 6.0 △ 1.4

当初予算額 △ 91.1 △ 85.1 皆減

補正予算額

最終予算額 △ 91.1 △ 84.5 皆減

決　算　額 △ 90.3 △ 84.5

当初予算額 △ 9.3 △ 4.1 △ 25.3 △ 3.2

補正予算額

最終予算額 △ 6.4 △ 7.0 △ 25.3

決　算　額 △ 24.8 △ 35.8

当初予算額 △ 98.7 △ 96.4 皆減

補正予算額

最終予算額 △ 97.6 △ 69.3 皆減

決　算　額 △ 98.1 △ 75.7

当初予算額 △ 4.3

補正予算額

最終予算額

決　算　額

当初予算額

補正予算額

最終予算額 △ 0.7

決　算　額 △ 1.8

当初予算額 △ 13.7 △ 1.9 △ 0.3

補正予算額 △ 1,921,210 △ 6,063,745

最終予算額 △ 14.6

決　算　額 △ 12.2

　　*20年度より　「後期高齢者医療会計」　創設 財政課

　　*用地特別会計は24年度,25年度当初予算未計上、老人保健会計は22年度をもって廃止

　　　　　　　年 度 等

会計名・種別

平21

合　   計

一 般 会 計

国民健康
保険事業
会      計

用地特別
会   　 計

中小企業
従業員

退職金等
共済事業
会　　　計

後期高齢
者医療
会　  計

老人保健
会 　   計

介護保険
会　　　計

オ．高度利用地区
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